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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、スポーツイベントによる百貨店などのセール効果などから持ち直している。設

備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、月毎にばらつき

はあるが、総じて堅調に推移している。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、概ね横ばいで推移している。企業倒産は、大型倒産の発生から負債総額は増加したが、

件数は落ち着いている。
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①個人消費

９月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．７％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲０．６％）

は、身の回り品は好調であったが、気温が高

かったことから秋物の衣料品などが低迷し、

前年を下回った。スーパー（同▲０．８％）は

飲食料品は前年を上回ったが、衣料品や身の

回り品が減少し、前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲１．９％）は、

前年を下回った。

②住宅投資

９月の新設住宅着工戸数は、４，６８７戸（前

年比▲６．７％）となった。持家（同＋１０．７％）

と貸家（同＋２．３％）は前年を上回ったもの

の、分譲（同▲５７．６％）がマンションの落込

みにより大きく下回った。

４～９月の着工戸数累計では、２９，０３２戸

（前年同期比▲０．９％）となり、前年をわずか

に下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

９月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、プラスチック製品工業や化学工業などが

減少したものの、電気機械工業や輸送機械工

業などが増加した。

前月比では▲１．０％と２ヶ月連続で低下

し、前年比では＋０．９％と７ヶ月連続で上昇

した。

④公共投資

９月の公共工事請負金額は、９０７億円（前

年比▲１４．４％）と５ヶ月連続で減少した。

４～９月からの累計では請負金額６，９９９億

円（前年同期比▲１１．８％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

９月の有効求人倍率（全数）は０．６１倍とな

り、前月を０．０２ポイント下回った。

一方、新規求人数は医療・福祉などが増加

し、前年を上回った。

道内経済の動き

― ２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／００１～００３　道内経済の動き  2006.11.13 20.00.36  Page 



0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

航空機� ＪＲ� フェリー� 前年比（右目盛）�

9

千人� ％�

8765405/9 10 11 12 06/1 2 3
-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

（資料：�北海道観光連盟）

来道客数

輸出� 輸入� 輸出前年比（右目盛）� 輸入　同（同）�

98765405/9 10 11 12 06/1 2 3

億円� ％�

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

-30

-10

10

30

50

70

90

貿易動向

（資料：函館税関）

109876543206/1121105/10

件�
億
円�

件数� 負債総額（右目盛）�

0

1400

0

70

60

50

40

30

20

10

1200

1000

800

600

400

200

企業倒産動向
（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）

⑥来道客数

９月の来道客数は、１，３０８千人（前年比

＋１．４％）と旭川や知床への入込み増加など

から６ヶ月連続で前年を上回った。

４～９月の累計来道客数は、７，１９１千人

（前年同期比＋３．０％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

９月の道内貿易額は、輸出が前年比２１．２％

増の２６１億円、輸入が同１５．２％増の１，１２０億円

となった。

輸出は、自動車の部分品などが増加し、７

ヶ月連続で前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油や一般機械など

が増加し、１５ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

１０月の企業倒産は、件数は５２件（前年比

＋３６．８％）と前年を上回わり、負債総額は大

型倒産の発生から１，１５１億円（同＋８５６．０％）

と大幅に増加した。

業種別では、建設業と小売業が各１５件と最

も多く、続いてサービス・他（１０件）、卸売

業（６件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．雇用の現状

従業員の過不足感については、多くの

業種で不足感がみられる。職種別で不足

感がみられるのは、即戦力となる営業販

売職および技能職である。また情報機器

の習熟者の不足感も全業種で根強い。地

域別では、道南を除く４地域で不足感が

みられる。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針は、「増員する」企業

が「減員する」企業を上回った。DIは

前年同時期調査に比べ９ポイント上昇

し、人員確保の動きが強まっている。来

年度の新規採用計画では、「採用する」

企業（２８％）は前年同水準である。

３．「団塊世代」の社員の退職について

「団塊世代」の社員が在籍している企

業（７８％）は８割弱となった。このうち

「団塊世代」の社員の退職に備えて対応

策を「実施済み、あるいは決定済み」の

企業（５４％）は半数を超えた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
雇用の現状について

判断時点
平成1８年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５０３ １００．０％
札幌市 １８５ ３６．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１９ ２３．６
道 南 ３９ ７．８ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８１ １６．１ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ７９ １５．７ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５０３ ６２．９％
製 造 業 ２２０ １４２ ６４．５
食 料 品 ７５ ４４ ５８．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２４ ６８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３５ ７０．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３９ ６５．０

非 製 造 業 ５８０ ３６１ ６２．２
建 設 業 １８０ １２５ ６９．４
卸 売 業 １００ ６２ ６２．０
小 売 業 １２０ ６７ ５５．８
運 輸 業 ７０ ３９ ５５．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２２ ７３．３
その他の非製造業 ８０ ４６ ５７．５

特別調査

雇用確保の動き強まる
雇用の現状について

要 約

調 査 要 項
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1 ２雇用の現状

道内企業に従業員の過不足感を聞いた。「適

正」とみる企業（５６％）は５割台半ばとなっ

た。一方、「不足」とみる企業（２６％）は「過

剰」とみる企業（１８％）を上回り雇用人員判

断DIはマイナス８となった。また前年同時

期の調査（△４）に比べ、DIは４ポイント

低下し、従業員の不足感が幾分強まった。

製造業（△１０）、非製造業（△６）とも不

足感がみられるが、項目別には以下のとおり

である。

Ａ．業種別では、卸売業（＋７）で過剰感が

みられたものの、ホテル・旅館業（△２４）、

運輸業（△２３）など８業種で不足感がみられ

た。

Ｂ．男女別では、男性（△７）、女性（△９）

ともに不足感がある。

Ｃ．職種別では、営業販売職（△１８）および

技能職（△２１）など即戦力となる人材は不足

感が強い。一方、一般事務職（＋１）にはわ

ずかに過剰感がみられる。

Ｄ．パソコンなどの情報機器を使いこなせる

従業員の過不足感は、「適正」とみる企業

（６８％）が７割弱を占めた。しかし「過剰」

とみる企業（１％）は極めて少数で、「不

足」とみる企業（３１％）が３割強となった。

雇用人員判断DI（△３０）は全業種で大幅な

マイナスとなり、情報機器の習熟者が幅広く

求められている。

Ｅ．地域別には道南（＋１５）では過剰感が強

いが、札幌市（△８）、道央（△１０）、道北

（△４）、道東（△５）で不足感がある。

今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

新規採用計画は前年同水準にとどまった

が、道内企業は増員志向が強まっている。

（１）今後の雇用方針

従業員の不足感がみられる中で、道内企業

に今後の雇用方針を聞いた。「増員する」企業

（２３％）から「減員する」（１３％）を差し引い

たDIはプラス１０となり、昨年同時期調査に

比べ９ポイント上昇し、人員確保の動きが強

まっている。

業種別にDIをみると、木材・木製品製造

業が現状維持のゼロとなったものの、食料品

製造業、ホテル・旅館業が従業員の不足感を

反映しプラスとなるなど、１０業種中９業種で

増員志向にある。

（２）人員増加分の雇用形態（複数回答）

上記の「今後の雇用方針」で「人員を増加

する」とした企業（２３％、１１２社）に、増加

分の雇用形態を聞いた。

「正社員」とした企業（８１％）は８割を超

え最多となった。続く「パート・アルバイト」

とした企業（３７％）は４割弱、「派遣社員」

とした企業（１４％）は１割台半ばとなった。

（３）来年度の新規採用計画

来年度の新規採用計画については、「採用

する」企業（２８％）は前年同水準である。採

用する企業の内訳は今年度に比べ「多く採用

する」企業が７％、「ほぼ同数採用する」企

業が１４％、「少なく採用する」企業が７％で

ある。一方、「採用しない」企業（４６％）は

４割台半ばを占めたが前年より２ポイント低

下した。

相対的に採用する比率が高いのは、ホテル

・旅館業（４３％）、食料品製造業および卸売

業（ともに３２％）などである。
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＜図1＞従業員の過不足感�
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〈表１〉従業員の過不足感
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １８ １６ １９ １７ １７ １１ １９ ２４ ２３ １２ ８ １９ １６

（か な り 過 剰） （１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（３）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （１７）（１６）（１９）（１７）（１７）（１１）（１８）（２３）（２０）（１２）（８）（１９）（１６）

適 正 ５６ ５８ ４４ ６６ ６０ ６８ ５６ ５１ ６１ ６４ ６１ ３８ ５１

不 足 ２６ ２６ ３７ １７ ２３ ２１ ２５ ２５ １６ ２４ ３１ ４３ ３３

（や や 不 足） （２４）（２３）（３０）（１７）（２３）（１８）（２４）（２４）（１６）（２２）（２３）（３８）（３１）

（か な り 不 足） （２）（３）（７）（－）（－）（３）（１）（１）（－）（２）（８）（５）（２）

雇 用 人 員 判 断 DI △８ △１０ △１８ ０ △６ △１０ △６ △１ ７ △１２ △２３ △２４ △１７

昨年同時期の雇用人員判断DI △４ △８ △１９ １０ ３ △１１ △２ △１ ９ １１ △２９ △２０ △６
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〈表３〉職種別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他

過 剰 １１ ９ ９ １３

（かなり過剰） （０） （０） （０） （１）

（や や 過 剰） （１１） （９） （９） （１２）

適 正 ７９ ６４ ６１ ７９

不 足 １０ ２７ ３０ ８

（や や 不 足） （１０） （２５） （２８） （７）

（かなり不足） （０） （２） （２） （１）

雇用人員判断DI １ △１８ △２１ ５

昨年同時期の雇用人員判断DI ２ △１６ △２１ △３

〈表４〉情報機器の習熟者
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １ １ － － ３ － １ ２ ２ － － － ２

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （１）（１）（－）（－）（３）（－）（１）（２）（２）（－）（－）（－）（２）

適 正 ６８ ７０ ６４ ６２ ８３ ７１ ６８ ８４ ６２ ５４ ６１ ６２ ５７

不 足 ３１ ２９ ３６ ３８ １４ ２９ ３１ １４ ３６ ４６ ３９ ３８ ４１

（や や 不 足） （２７）（２５）（２６）（３８）（１１）（２９）（２７）（１３）（３３）（４０）（３１）（２４）（４１）

（か な り 不 足） （４）（４）（１０）（－）（３）（－）（４）（１）（３）（６）（８）（１４）（－）

雇 用 人 員 判 断 DI △３０ △２８ △３６ △３８ △１１ △２９ △３０ △１２ △３４ △４６ △３９ △３８ △３９

昨年同時期の雇用人員判断DI △２８ △３１ △４０ △３８ △２５ △１９ △２７ △１９ △３３ △２９ △２６ △５２ △２５

〈表２〉男女別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 １８ ８

（かなり過剰） （１） （０）

（や や 過 剰） （１７） （８）

適 正 ５７ ７５

不 足 ２５ １７

（や や 不 足） （２３） （１５）

（かなり不足） （２） （２）

雇用人員判断DI △７ △９

昨年同時期の雇用人員判断DI △６ △８

〈表５〉地域別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

過 剰 １８ １３ ２８ ２２ ２４

（かなり過剰） （１） （０） （－） （１） （－）

（ や や 過 剰 ） （１７） （１３） （２８） （２１） （２４）

適 正 ５６ ６４ ５９ ５２ ４７

不 足 ２６ ２３ １３ ２６ ２９

（ や や 不 足 ） （２４） （２０） （１０） （２５） （２８）

（かなり不足） （２） （３） （３） （１） （１）

雇用人員判断DI △８ △１０ １５ △４ △５

昨年同時期の雇用人員判断DI △８ △１０ １０ △５ ９
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〈表６‐１〉今後の雇用方針
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増員する ２３ ２６ ３５ １７ ３４ １６ ２１ １６ ２０ １８ ２６ ３５ ３２

�現状維持 ６４ ６４ ５８ ６６ ６０ ７１ ６５ ６９ ６３ ７２ ６１ ５０ ５７

�減員する １３ １０ ７ １７ ６ １３ １４ １５ １７ １０ １３ １５ １１

雇用方針DI １０ １６ ２８ ０ ２８ ３ ７ １ ３ ８ １３ ２０ ２１

昨年同時期の雇用方針DI １ ８ ２２ △１４ １１ ０ △１ △２ △３ △５ １３ △８ ２

〈表６‐２〉人員増加分の雇用形態（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

正社員 ８１ ７３ ８０ ５０ ６７ ８３ ８５ ８５ ８３ ７５ １００ ５７ １００

パート・アルバイト ３７ ５１ ８０ ５０ ４２ － ２９ １０ ２５ ６７ ２０ ５７ ２１

派遣社員 １４ １１ １３ － ８ １７ １６ ２５ ８ ８ １０ １４ ２１

〈表７〉来年度の新規採用計画
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ２８ ２８ ３２ １７ ３１ ２８ ２８ ２１ ３２ ３１ １６ ４３ ３６

（今年度より多い） （７）（６）（７）（－）（９）（５）（８）（８）（９）（８）（３）（１９）（９）

（ほ ぼ 同 数） （１４）（１４）（２０）（１３）（１１）（１３）（１３）（１０）（１５）（１３）（８）（１４）（２０）

（今年度より少ない） （７）（８）（５）（４）（１１）（１０）（７）（３）（８）（１０）（５）（１０）（７）

採 用 し な い ４６ ４０ ４３ ５２ ２３ ４４ ４８ ４８ ４９ ５３ ５８ ４３ ３８

未 定 ２６ ３２ ２５ ３１ ４６ ２８ ２４ ３１ １９ １６ ２６ １４ ２６

昨年同時期の採用する企業 ２８ ３０ ３２ １９ ２８ ３６ ２７ ２５ ２９ ３１ １９ ３６ ２９
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３「団塊世代」の社員の退職について

昭和２２年から昭和２４年生まれのいわゆる

「団塊の世代」が来年（平成１９年）以降退職

し始め、雇用環境にも大きな影響を与えると

言われている。道内企業は「団塊の世代」の

退職に備えてどのような対策をしているか、

調査した。結果は以下の通りである。

（１）「団塊世代」の社員の在籍割合

「団塊世代」の社員が在籍する企業

（７８％、３７４社）は８割弱となった。全社員に

占める割合は「１割未満」の企業（４１％）が

最多となり、「１割台」（２１％）、「２割台」

（１１％）と続いた。

（２）「団塊世代」の退職に備えての対応策

「団塊世代」の社員が在籍している企業

に、彼らの退職に備えての対応策について聞

いた。「実施済み、あるいは決定済み」と答え

た企業（５４％）は５割台半ばに達した。業種

別にみると、鉄鋼・金属製品・機械製造業

（６４％）、その他の製造業（６１％）がそれぞれ

６割台となった。反面、木材・木製品製造業

（３７％）は３割台にとどまった。

また「検討中」の企業（２２％）および「検

討していない」企業（２３％）はそれぞれ２割

台前半となった。

（３）具体的な対応策（検討中を含む）

上記の設問で「実施済み、決定済み」に加

え、「検討中」を含めた全企業（７６％、２７７

社）に、具体的な対応策を聞いた。

「継続雇用制度」を採用（検討）する企業

（８８％）が９割弱に達し最多となった。続く

「定年年齢の引き上げ」（１０％）は１割、「定

年制の廃止」（１％）は極めて少数となった。

業種別には「継続雇用制度」を採用（検

討）する企業は、卸売業が全社となったのを

はじめ、全業種で７割以上の高率となった。

〈表８‐１〉「団塊世代」が全社員に占める割合
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

在 籍 者 あ り ７８ ８１ ７７ ８３ ９１ ７４ ７６ ８３ ８２ ６８ ９２ ６０ ６１

（１ 割 未 満） （４１）（３８）（３７）（２２）（３４）（５１）（４２）（４５）（４２）（５５）（２８）（２５）（３７）

（１ 割 台） （２１）（２５）（１９）（４４）（３４）（１０）（２０）（２４）（２３）（８）（４４）（１０）（７）

（２ 割 台） （１１）（１４）（１２）（１３）（２０）（１０）（９）（８）（１３）（３）（１４）（１５）（１２）

（３ 割 台） （２）（２）（２）（－）（３）（３）（２）（３）（２）（－）（３）（－）（５）

（４ 割 台） （１）（１）（５）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（－）（－）（５）（－）

（５ 割 以 上） （２）（１）（２）（４）（－）（－）（２）（３）（－）（２）（３）（５）（－）

在 籍 者 な し ２２ １９ ２３ １７ ９ ２６ ２４ １７ １８ ３２ ８ ４０ ３９
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〈表８‐２〉「団塊世代」の退職に備えての対応策
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

実施済み、決定済み ５４ ５５ ５１ ３７ ６４ ６１ ５３ ５５ ５３ ４９ ５８ ４２ ５４

検 討 中 ２２ ２２ ２３ ２１ ２３ ２１ ２３ ２９ ２８ １４ １２ ２５ １９

検 討 し て い な い ２３ ２２ ２３ ４２ １３ １８ ２３ １６ １５ ３７ ３０ ３３ ２７

そ の 他 １ １ ３ － － － １ － ４ － － － －

〈表８‐３〉具体的な対応策（検討中を含む）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

継 続 雇 用 制 度 ８８ ８８ ８９ ７１ ８７ ９４ ８８ ８０ １００ ８８ ８５ ８８ ９４

定年年齢の引き上げ １０ １２ １１ ２９ １３ ６ ９ １４ － ４ １５ １２ ６

定 年 制 の 廃 止 １ － － － － － ２ ４ － ４ － － －

そ の 他 １ － － － － － １ ２ － ４ － － －
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道内の雇用情勢は幾分明るさを増してきました。多くの企業がここ数年人員を抑制してき

たことから人手不足感が強まり、雇用確保に動き始めました。また、団塊世代の退職に備え

ては、継続雇用制度を採用するとともに、人材を育成し営業のノウハウや技術の継承を図り

たい、とする企業が多くみられました。

以下に、雇用の問題点や計画など、企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜豆腐類製造業＞ 給与や労働時間など労

働条件は悪いが、正社員の定着率は良くなっ

ている。しかしパートは常時募集しているが

定着率が悪く、派遣社員で補充している。

●＜水産加工業＞ 従業員は非常に高齢化し

ている。若年層の不足感をいかに解消するか

が課題で、外国人労働者の採用は時間の問題

である。

●＜水産加工業＞ 繁忙期は１１月から翌年２

月までであるが、年間雇用すると社会保険料

など経費が増大するため派遣社員を活用して

いる。

●＜冷凍食品製造業＞ 過疎と高齢化による

労働力不足を解消したいが、人が集まらな

い。

●＜製菓業＞ 従業員の高齢化が進んでお

り、世代交代が喫緊の課題である。職人を志

す若者が増加しており、今夏採用した若手は

予想以上に戦力となっている。今後は経験豊

富なマネージャークラスをスカウトしたい。

●＜建具製造業＞ 技術者は１０年がかりで育

てなければならないので、体力のある人は７０

歳ぐらいを目途に勤務してもらうようにして

いる（今までの最高齢は８０歳）。

●＜産業機械製造業＞ 団塊世代の退職につ

いては継続雇用制度など対策済みであるが、

業務の継続性から技術職などは新卒採用を図

りたい。

●＜機械製造業＞ 新規採用は見送り、繁忙

期には外注の比率を高める。

●＜金属製品製造業＞ 若年層は、知識は豊

富であるが知恵が乏しい。知恵を授けるのが

団塊の世代の重要な役割である。

●＜金属加工業＞ 若者層の採用が困難で製

造部門が高齢化している。当社の技能、技術

を存続していけるかが問題である。

●＜電気工事業＞ ３０～４０代の従業員が極端

に少ないため、２０代と５０代のパイプ役の不在

に悩む。今後は新卒者の採用は若干名にし

て、空白の世代（３０～４０代）の中途採用に力

を入れたい。

●＜土木工事業＞ 若者層を採用し人件費等

の軽減を図りたいが、即戦力にならない。

●＜住宅設計施工＞ 営業職の中途採用を募

集しているが高齢者が多く、次代を担う若者

の応募が少ない。

経営のポイント

人材育成と営業・技術の継承が課題
〈企業の生の声〉
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●＜土木建築請負業＞ 仕事の減少に伴い、

それに見合う人員まで削減する。新卒者の採

用は２～３年の間隔をおいて行う。

●＜建設業＞ 若い人材を育てる余裕がな

く、現状維持としている。建設業関連の学校

を卒業しても就職先がなく、建設業をあきら

めてしまう若い人も多くいるのではないか。

●＜建設業＞ 建設業は中高齢者の受け入れ

先としても道内の雇用を支えており、これ以

上の公共工事の減少は北海道経済にとって大

きなマイナスである。

●＜建設業＞ 若手の技術者が不足してお

り、１９年度は新規採用したい。毎年１～２名

程度採用し、高齢者と若年者の交代を図る。

●＜管工事業＞ 来年以降、人材不足にな

る。新規採用や技術の伝承方法を考えなけれ

ばならないが、余裕がなく即戦力を求めた

い。

●＜管工事業＞ 一現場当たりの受注単価が

減少しているため、仕事量でカバーしてい

る。当然、人手も不足するが増員する訳にも

いかず、現従業員の負担が重くなっている。

●＜製缶工事業＞ 新人は戦力になるまで７

～８年かかるため経験者の採用となる。若い

人の指導も考えねばならない。

●＜消防施設工事業＞ ６０歳定年と同時に退

職金を支給し、給与は半減で採用している。

会社の業績、本人の勤務状況をみて賞与も支

給するため、ほとんどの人が応じている。

●＜建設資材卸売業＞ 人手が必要な場合は

出来るだけパートを増やしたい。社会保険、

厚生年金、失業保険等をつけているが、常用

よりはいくらか人件費の削減になる。

●＜生鮮食品卸売業＞ 従業員の平均年齢が

５２歳と高齢になり、２０～３０歳の若年者の中途

採用や新卒採用も考えたい。

●＜農産物卸売業＞ 正社員数は適正である

が、社員の年齢が若いため大局的に考えられ

る人材が育っていない。専門的知識が要求さ

れるので長期的な人材育成が必要であるが、

繁忙期には臨時やパートで切り抜けている。

●＜水産物卸売業＞ ４～５年後の退職者が

１割を占めており、業務の引継ぎに考慮し若

者層を採用する。

●＜洋紙卸売業＞ 人員過剰であり、配置転

換などで効率化を図る。

●＜燃料店＞ 平成１６年に高卒者を採用し、

危険物、高圧ガス販売主任者等の資格を取ら

せて期待していたが２年で退職した。４０代を

中途採用したが仕事熱心で誠実である。

●＜作業用品店＞ 出店ペースの加速に伴

い、正社員数を増やす。新卒中心とするが、

一部中途採用も行う。

●＜食料品店＞ 学生、主婦中心にパートを

採用しているが、今後は人生経験豊かな人の

採用を検討している。

経営のポイント

― １２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０１１～０１３　経営のポイント  2006.11.17 14.27.58  Page 



●＜道産品小売業＞ 販売職を高卒で採用し

ているが、進学率が高まり確保が難しくなっ

た。今後は短大卒、大卒も視野に入れたい。

また、急増する外国人観光客に対応できる販

売職やIT知識を持った技能者が必要となる。

今までは中途採用で都度補充してきたが、今

後は計画的な新卒採用も考えたい。

●＜大型書店＞ 新規出店に伴い、新卒を募

集したが予定人数に達しなかった。今後は一

般採用のほか、アルバイトを優先して正社員

に採用し適正人員を確保したい。

●＜生鮮食品運送業＞ 長距離輸送が主力の

ため、６５歳までの定年延長は体力的な問題か

ら実施は不可能である。

●＜農産物運送業＞ 営業社員が少ないこと

が売上低迷の原因である。中途採用を試みて

も営業職は確保できない。

●＜雑貨運送業＞ 技術職は、高年齢者が重

要な戦力となっているので１～２年のうちに

対策を考えなければならない。事務職は採用

を考えていないが、教育に力を入れレベルア

ップを図る。

●＜都市ホテル＞ 売上が低迷している部署

へ企画力と行動力のある人材の採用を図る。

●＜都市ホテル＞ 人員はほぼ適正水準。１１

年目の若い会社であり、定期採用は行ってお

らず退職者の補充が必要な場合のみ中途採用

を行っている。

●＜観光ホテル＞ サービスの向上を掲げて

いるが、担い手が不足している。若年層の勤

務年数が短く、教育の効果が少ない。外国人

労働者の採用を視野にいれる。

●＜観光ホテル＞ 若者の客室係が不足して

いる。また、女性の客室係が高齢化してい

る。

●＜自動車整備業＞ 高卒者を毎年一人採用

してきたが技術の習熟に時間がかかり、来年

からは中途採用をしたい。

●＜自動車整備業＞ 技術者は希望があれ

ば、給料等すべて現状のまま継続雇用する。

●＜レジャー施設＞ 新規出店に向け幹部社

員の育成が急務である。

経営のポイント
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はじめに

前号では、北海道新幹線の札幌延伸がなぜ必要なのか、また新幹線の特長やメリットはどのよ

うな点にあるのかなどについて、一般的な視点から論じた。そこで本号以降は、より具体的な地

域にスポットをあて、北海道新幹線札幌延伸について考えてみたい。

まず今回は、北海道新幹線が延伸した場合に最も大きな効果が及ぶと考えられる札幌市を例に

とって、地域への経済効果や新幹線がもたらす変化、今後の課題などについて考察する。

１．北海道新幹線の概要と札幌周辺の路線計画

北海道新幹線の道内駅は、札幌・新小樽（仮称）・倶知安・長万部・新八雲（仮称）・新函館（仮

称）・木古内の全７駅となる予定である。路線延長

は北海道側が２９２．９キロメートルで、このうち約

７０％がトンネルとなる。※１

このため車窓からの景観について多くは期待で

きないが、道内と道外、あるいは道内各地と道内

新幹線沿線地域の往来において、雪害に非常に強

い交通手段が生まれることになる。

札幌周辺の路線についても約４０％はトンネルと

なる見込みであり、小樽方面から、北海道新幹線

で第２番目の長さとなる「手稲トンネル（仮称）」

を宮の沢付近で抜け、その後はJR函館本線沿いに進み、札幌駅に乗り

入れる計画となっている。

２．北海道新幹線札幌延伸の建設工事が札幌にもたらす経済効果

では、北海道新幹線が札幌まで乗り入れた場合、札幌市民にとってどのような効果が期待でき

るのであろうか。

一口に「効果」といっても、その内容は様々である。たとえば前号で触れたような、札幌から

各地へ向かう場合の所要時間短縮は「効果」である。またそのほかにも旅行の際に乗換え時の移

動距離が減少して快適度が増すこと、Co２の削減など様々な「効果」が考えられるが、まずここ

では「経済的な効果」について触れたい。

経済的効果は大きく２つに分けることができる。ひとつは新幹線の建設工事そのものがもたら

す効果であり、もうひとつは新幹線が開業した後に人の交流が増えることによってもたらされる

効果である。そこで本項では、新幹線の建設工事そのものが「札幌市」にもたらす経済効果から

考えてみる。

シリーズ：提言

北海道新幹線札幌延伸に向けて（２）
～ 札幌市への経済効果 ～

図１．札幌周辺の路線計画

※１ 平成１４年に日本鉄道建設公団（現 鉄道建設・運輸施設整備支援機構）が公表した、「北海道新幹線（新青森・札幌間）環境影響評価
書」による。

― １４ ―
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建設工事そのものがもたらす経済効果は一過性

のものである。しかしながら、北海道新幹線の新

函館・札幌間の工事費用は１兆８００億円※２と見積

もられており、約１０年といわれる建設期間を通じ

てもたらされる経済的効果は非常に大きい。実

際、当行の試算では、建設期間中に新幹線の工事

がもたらす経済効果は全道ベースで約１兆９千億

円、雇用の増加も延べ１６３千人に及ぶと考えられ

る。そしてこのうち「札幌市」に及ぶ効果は経済

効果で約６，２５０億円、雇用に関しても延べ約４９千

人※３と非常に大きなものとなる。

また図２は経済効果がどのような業種に及ぶの

かを示したものである。建設工事の経済効果であ

ることから、当然建設業への経済効果が高い。しかしそのほかにもサービス業や金融・保険・不

動産業、卸売・小売業、製造業、運輸・通信業など幅広い業種に効果が及ぶことがわかる。

３．北海道新幹線が札幌まで開業した後の経済効果

次に、北海道新幹線が札幌まで開業した後の経済的な効果はどのようになるのであろうか。先

の建設による効果が一過性であったのに対し、開業後の経済効果は永続するものである。したが

ってこの開業後の経済効果は、より一層重要なものであり、この効果が見込まれて初めて、北海

道新幹線を建設する意味合いが生まれるともいえる。そこで当行では、平成１２年に野村総合研究

所が発表した「北海道新幹線開業による経済波及

効果測定調査」および国土交通省の公表データ、

札幌市産業連関表などを基に、北海道新幹線が開

業した後の「札幌市」に及ぶ経済効果を推計した。

その結果、経済効果は年間で約７００億円、雇用

の増加も年間約６千人に及ぶとの結果が導かれ

た。これは既に着工されている北海道新幹線の新

青森・新函館間における開業後の経済効果（北海

道分）の約６倍にあたる効果であり、北海道新幹

線が札幌延伸することで「札幌市」にとっても非

常に大きな効果が永続的に生まれることがわか

る。また業種別の経済効果（図３）を見ると、飲

図２．新幹線の建設工事が札幌にもたらす経済効果

（業種別波及）

図３．新幹線札幌開業後の札幌における経済効果

（業種別波及）

※２ 国土交通省試算。平成１５年４月時点の価格。
※３ 国土交通省データおよび平成１２年北海道地域産業連関表（北海道経済産業局）、平成１５年度道民経済計算年報（北海道庁）を基に当行で

独自に推計。なお経済効果および雇用の増加は建設着工から完成までの全期間分を累計したものであり、実際は工事期間中の各年度予算
に応じ、分散して効果や雇用が生じる。

シリーズ：提言
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食・宿泊業や運輸業などを中心に、サービス業、商業、不動産業、金融・保険業、製造業などへ

の経済波及効果が大きくなる。

４．北海道新幹線札幌延伸が市民にもたらすメリット

ここまで北海道新幹線札幌延伸が「札幌市」に及ぼす経済的な効果を考えてきた。では経済的

効果以外に、北海道新幹線が札幌まで延伸することによって、札幌やその周辺の住民にはどのよ

うなメリットが生まれるのであろうか。

前号で触れたとおり、新幹線は他の交通機関にない様々な特長を持っている。そこで本項で

は、その中でも札幌に与える影響が大きいと思われる２点について、再度考えてみたい。

� 各地への所要時間が短縮される

図４は現状と新幹線札幌延伸後の札幌から各

地への所要時間を表したものである。この表か

ら、新幹線札幌延伸後は、札幌から道南・東北

などへの所要時間が大幅に短縮されることがわ

かる。

また札幌・東京間についても飛行機利用の場

合に若干のアドバンテージがあるものの、その

差は１５分程度まで短縮される。この結果、住民には北海道と本州を移動する際、２つの大きな

選択肢ができ、目的に応じて使い分けが可能になる。例えば、単独で移動するケースや東京・

横浜などへ急ぐ場合は飛行機を利用し、高齢者・子どもと一緒に移動する場合や東北・北関東

に向かう場合などでは新幹線を利用する等々の選択ができるようになる。

加えて、この各地からの移動時間短縮が、札幌と各地の人の交流を活性化する。例えば、北

関東・東北地域との間では観光やビジネスを目的とした交流の増加などが見込まれる。そして

後志・渡島地区など道内の他地域との間では、ビジネスや観光目的の交流が互いに増加するの

に加えて、通学・通院などを目的とした往来も

増加すると考えられる。

この交流人口の増加が、先に述べた経済的効

果を生み出すきっかけとなるのである。

� 交通機関の運賃引下げやサービスの向上が見

込まれる

図５は、平成１８年度上期の交通機関別来道者

輸送実績である。この表から、北海道と本州間

の移動においては航空機のシェアが圧倒的に高

く、実質的に他の輸送機関との競合がない状態

であることがわかる。これに対して、北海道新

幹線が札幌まで延伸すれば、航空各社にとって

図４．各地への所要時間の変化

※新幹線札幌開業後の所要時間は北海道経済連合会委託により北海道２１世紀総合研究所が試算
※現在の所要時間はlivedoor路線案内による最短所要時間

図５．平成１８年度上期交通機関別来道者輸送実績

※�北海道観光連盟 調べ

シリーズ：提言
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は新たな競合交通機関が誕生することになり、結果として運賃引下げやサービスの向上が見込

まれる。

例えば、移動距離が同程度の東京・広島間および東京・函館間における旅費を比較した場

合、東京・函館間のほうが通常期において片道７，６００円ほど割高であり、さらに繁忙期にはそ

の料金差が１１，０００円程度まで拡大することは前号で触れたとおりである。

北海道新幹線の札幌延伸によってこの料金格差が是正されれば、札幌の住民が首都圏へ旅行

する際に旅費が安くなるだけでなく、本州からの旅行者にとっても北海道旅行が全般的に割安

となり、仮に旅行者が現在と同じ料金を支払った場合は（航空会社ではなく）旅館や飲食店な

ど地場の産業が潤うことになり、経済的にも寄与することになるのである。

５．札幌のまちづくりと北海道新幹線

さて、それでは北海道新幹線が札幌に乗り入れることで、札幌という「まち」はどのように変

化するのだろうか。

札幌は成熟した都市であり、駅前や中心市街は既に一定程度の開発が終わっている。したがっ

て北海道新幹線の沿線市町村で見られるような「新幹線を核としたまちづくりプラン」は特に存

在しない。しかし同市が現在取り組んでいる「まちづくりの方針（さっぽろ元気ビジョン）」や

「札幌新まちづくり計画」を考えたとき、北海道新幹線は札幌市が目指す将来の「まち」の姿に

非常に有用であることがわかる。そこで以下にまちづくりの諸施策に対して、北海道新幹線の果

たす役割を具体的に検討していくこととしたい。

� 中小企業や創業者の活動を下支えする

札幌市では現在、中小企業と創業者の支援に注力しており、「札幌元気基金」などを通じた

資金的支援をはじめ、専門家によるアドバイザー制度などを充実させている。この点について

は、先に触れた新幹線の開業効果が寄与すると考えられる。なぜならば、開業に伴う経済効果

は中小企業が多いとされる飲食業を中心として、サービス業に多く表れるからである。さらに

アドバイザー制度に関しても、首都圏および東北新幹線・北海道新幹線の沿線各地から札幌ま

でのアクセス手段が増えることで、専門家の確保が容易になる可能性がある。

� 安心して働ける環境づくりに役立つ

札幌元気ビジョンにおいては、安心して働ける環境づくりの具体的施策として、①建設業等

の構造不況業種に対する総合支援 ②雇用創出 を挙げている。前述の通り、新幹線札幌延伸

は永続的な雇用機会の創出につながるほか、その建設工事を通じて、建設業者にも経済的な効

果をもたらす。建設による経済効果は一時的なものであるが、この間に建設業者が他業種に進

出する準備を行うことができるなどの副次的メリットも考えられ、新幹線の札幌延伸は雇用の

面でも有用である。
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� 観光振興に効果がある

図６は北海道⇔東北・北関東間の旅客輸送量

を九州⇔山陽・山陰間の旅客輸送量と比較した

ものである。地域の歴史・文化的背景や産業構

造等が異なるため単純な比較はできないが、明

らかに北海道は近接地域との交流が少ない。こ

の１つの要因として考えられるのは、現在の北海道に至る交通手段が空路、つまり点と点を結

ぶ交通機関に依存していることである。

これに対して新幹線は都市間を点ではなく線で結ぶ。このため北海道新幹線が札幌まで延伸

した場合、北関東や東北地方を中心に人の交流が増加すると予想される。実際、北海道新幹線

が札幌まで延伸した場合、人の年間交流量は３２０万人ほど増加する※４とされており、この大部

分は観光およびビジネスに伴うものになる。したがって、北海道新幹線の札幌延伸は札幌の観

光振興においても効果がある。

加えて、新幹線は札幌を含めた広域的な観光振興につながる可能性もある。例えば空路で旭川

に入り、初日は層雲峡・旭山動物園あるいは富良野・美瑛をレンタカーで観光して、翌日は札幌市

内の観光の後に新幹線で函館へ移動して夜景を楽しむ、といったコースも無理なく考えられる。

� コンベンション（会議・学会・催事など）の開催を推進する

札幌ではコンベンションの誘致にも注力している。しかし道外からの移動手段が空路のみで

は、特に冬期を中心に天候不順が懸念され、開催に至らないケースも想定される。

対して新幹線が開通することで、冬期の移動について確実性が増すことや、東北・北関東を中

心とした地域からの参加が容易になることが考えられ、コンベンション開催の増加も期待できる。

図７は長野市におけるコンベンション開催の

実績推移である。長野においては官民を挙げ

て、新幹線を活用したコンベンション誘致に注

力しており、その結果、平成１７年現在では新幹

線開業年（平成９年）の２２倍にあたる約２６万人

がコンベンションに参加している。また新幹線

の特長である大量輸送力やコンベンション施設

の充実なども相俟って、１開催あたりの参加人

数も約８倍（１開催の参加人数は約２，０００人）に増加している。同じ現象は東北新幹線開業後の

八戸市などでも生じており、新幹線がコンベンション推進に果たす役割は大きいと考えられる。

� 新たな産業の創出を助ける

先に述べたとおり、新幹線が札幌まで開業することで人の交流量は増加する。このことは、

北海道⇔東北・北関東
（A）

九州⇔山陽・山陰
（B）

差異
（A－B）

旅客輸送人員 ３，０３５ ４９，５６２ －４６，５２７

域内人口 ２２，２７６ ２１，０２８ １，２４８

図６．年間旅客輸送量の比較

（単位：千人）

※旅客輸送人員は「平成１６年度旅客地域流動調査（国土交通省）」による

※域内人口は平成１７年国勢調査による

図７．長野市におけるコンベンション参加人員推移

※�ながの観光コンベンションビューロー 調べ

※４ 「北海道新幹線開業による経済波及効果測定調査（野村総合研究所）」による

シリーズ：提言

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０１４～０２０　シリーズ：提言  2006.11.22 16.41.36  Page 



現在札幌市が推進している「新たな産業創出」を後押しすることになると思われる。過去、東

海道新幹線沿線の浜松市や東北新幹線沿線の北上市がそうであったように、人の交流は産業集

積や新産業を生むきっかけとなりうる。

そしてその分野がたとえばIT産業であっても同様のことが言える。ITの活用は距離や移動手

段などの障壁を無くすのに効果的であるが、IT産業自身がその商品開発を行うにあたっては、

やはり人的交流が欠かせないと考えられるからである。実際、シリコンバレーでは「（IT産業

が）新しいアイデアを吸収し、事業を営んでいくためには、実際に会って話をするフェイスト

ゥーフェイスの付き合いが重要」とされ、様々な交流会が開催されているほか、地理的に広が

ったバレーを有機的に結びつける上でフリーウェーが重要な役割を果たしているとの報告※５が

ある。北海道新幹線はこのフリーウェーに代わる存在となりうる。

� 地球環境問題への対応に役立つ

昨今、Co２の削減など地球環境問題への対応が重要なテーマとなっており、世界的に様々な

取組みが行われている。そして札幌においてもCo２の１０％削減や環境に負荷をかけない交通網

の整備など具体的な目標が掲げられている。前号で触れたとおり、新幹線は環境にやさしい乗

り物であり、北海道新幹線の札幌延伸によって、物流だけでなく旅客輸送のモーダルシフトも

進めば、直接的に札幌のCo２は削減されなくとも、間接的に北海道全体のCo２の削減には大きく

貢献できると考えられる。

� 安心なまちづくり、ゆたかな冬の暮らしの実現につながる

現在、札幌と道外を短時間で結ぶ移動手段は空路以外にない。しかし防災の観点や冬場に天

候に左右されにくい交通手段を確保しておくという点で、新幹線の札幌延伸は大きな意味を持

つ。

札幌市が大きなテーマとして掲げる、安心なまちづくりやゆたかな冬の暮らしを実現するた

めには、北海道新幹線が必要である。

６．考えられる課題

ここまで、新幹線は札幌にも様々な効果をもたらすこと、そしてそれがまちづくりにおいて

も非常に重要な役割を果たすことを検証してきた。そこで最後に、新幹線の札幌延伸を見据え

た場合、今後札幌に求められるのは何か、という点について検討したい。

� 官民を挙げた札幌延伸への取組み

北海道新幹線の札幌延伸自体が決定していないことは前号で触れたとおりである。また、ラ

イバルである北陸地方では、北陸新幹線の延伸に向け、官民を挙げた熱心な運動が展開されて

いること、新幹線の新しい整備区間が決まるのは１～２年後と言われており、北海道新幹線の

札幌延伸のために残された時間は少ないことなどにも言及した。

※５ 「平成１２年版 中小企業白書（中小企業庁）」より

シリーズ：提言
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そこで、まず札幌に求められるのは、北海道新幹線札幌延伸に向けた運動の積極的な展開で

ある。１１月から北海道新幹線建設促進期成会を中心に札幌市内でのポスター掲示や懸垂幕によ

るPRなどが展開され、運動も盛り上がりを見せ始めている。官と民が一体となって、この動

きをさらに加速させていく必要がある。

� 産業活性化にむけた計画的な取組み

新幹線の札幌延伸が幅広い産業に経済効果をもたらすことや新産業創出、中小企業の活性化

につながることは前述の通りである。しかし考えなければならない点も多い。例えば、既存商

店街の活性化策を事前に十分検討する必要がある。仮に札幌駅前の商業施設に経済効果が集中

すれば、経済的な波及効果は限定されたものになる可能性がある。過去、既に新幹線が開業し

た地域では既存商店街の空洞化が進んだ地域も多いことから、何よりも新幹線の札幌延伸を見

据えた計画的なまちづくりが求められよう。また民間サイドも手をこまねくのではなく、事前

に商売のチャンスをつかむために準備を行なうことが重要である。実際、東北新幹線の八戸駅

が開業した際、事前準備を実施した企業とそうでない企業では開業時の経済効果に差があった

との報告もある。

� 二次交通等の充実

新幹線の札幌乗り入れによって、札幌を拠点に動く人々や他の観光地等からの札幌への人の

流入は確実に増加する。したがって、札幌ではこれまで以上に二次交通（レンタカーや在来線

・都市間高速バスなどの公共交通網）の整備が必要となるであろう。またわかりやすい案内表

示・標識の整備もあわせて必要となる。

� 広域観光ルートの検討

新幹線は各地との所要時間を短縮する。この結果、従来無かったような観光プランも考えら

れるようになる。特に短い時間で広域の観光が可能になると思われる。よって近隣地域と連携

しながら、事前に広域観光の可能性を様々な角度から検討することが重要である。また都市観

光は時間距離が短縮された場合に魅力を失うケースもある。旅行者にとってはいつでも訪れる

ことができる、周辺の街となってしまうためである。このことから、札幌観光の強み・全国各

地との異質性はどこにあるのかを再検討する必要もあるだろう。そして広域観光によって、絶

えず観光圏域としての魅力を発信し続けられれば、新幹線が札幌に乗り入れた場合の経済効果

はさらに高まると思われる。

シリーズ：提言

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０１４～０２０　シリーズ：提言  2006.11.22 16.41.36  Page 



― ２１ ―

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

企業価値という言葉が日本中を駆けめぐり、お茶の間までにぎわせたライブドア事件。事

件の対応として様々な制度が導入され、制度の隙間は閉じられつつあり、会社の経営にとっ

ても重圧とも言えるような影響を与えている。もはや企業価値という概念が何となくイメー

ジできる程度の理解では、済まなくなってきている。そう感じる経営者は多いのではないだ

ろうか。

筆者は拙学であるが、社会人を主な学生とするビジネススクールで会計の全くの初心者で

も企業価値がわかるようにと教壇に立っている。その経験（と反省？）も踏まえて、企業価

値について述べてみたいというのが本稿の狙いである。

図表１：企業財務論の理論体系

出所：Damodaran（２００６）p. vii. を基に筆者が修正した。なお、同書は訳書が出版されているDa-
modaran（１９９９）と大きな違いはない。

最終目標 企業価値の最大化
意思決定の種類 投資の意思決定 資金調達の意思決定 配当の意思決定
教訓 最低所要ハードル・レ

ートを上回るリターン
を生む資産に投資せ
よ。

自社にとっての適切な負債と
営業活動の資金調達方法とし
ての適切な負債・資本の組み
合わせを見つけなさい。

ハードル・レートを満た
す投資を見つけられなけ
れば、所有主に現金を返
還せよ。

ポイント ハードル
・レート
は投資の
リスクの
程度と、
資本構成
を反映す
べきであ
る。

リターンはキ
ャッシュ・フ
ローの金額と
タイミング、
その他あらゆ
る副次的効果
を反映すべき
である。

最適な資本構
成は企業価値
を最大にす
る。

適切な種類の負
債は自社の資産
の種類と釣り合
う。

いくらの
金額を返
還できる
かは現在
及び潜在
的な投資
の機会に
依 存 す
る。

所有主に現金を
返還するために
いかなる方法を
選択するかは、
所有主が配当金
や自己株式の取
得を選好する程
度に依存するで
あろう。

１．企業財務論への招待

企業価値の向上は、企業経営の最終目標であり、この目標を達成するために、３つの重要な意

思決定を経営者は下さなければならない。投資の意思決定、資金調達の意思決定、配当の意思決

定である。これら３つの意思決定は企業財務論で取り扱うが、その構成に最終目標と３つの意思

決定を見事に組み込んだ教科書として、Damodaran（１９９９）がある。その組み込みの方法は、図

表１によく表されている。３つの意思決定毎に、経営者にとっての教訓が端的に指摘されている

点も見事である。以下、この図表に沿って企業価値の入門レベルを述べてみる。

経営のアドバイス

企業価値の基本的な考え方
小樽商科大学大学院商学研究科

籏本 智之
アントレプレナーシップ専攻 助教授
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経営のアドバイス

― ２２ ―

まず導入として、実行されている教訓を見てみよう。我が国の最近の上場企業は「ハードル・

レートを満たす投資を見つけられなければ、所有主に現金を返還せよ。」を実行するところが増

えている。２００６年３月期では、上場企業の４５％が増配・復配し、自己株式の取得金額の合計は約

５兆１千億円で、前年度に比べ４割増加したという（日本経済新聞、２００６年６月３０日）。２００１年

に自己株式の取得が法律上原則自由となった。これにより手元資金が豊富にある企業は自己株式

を取得して、株主に資金を返還することが可能となったのである。株主還元策が充実したわけで

あり、教訓にそった政策を経営者はとりやすくなった。逆に言うと、株主は還元を強く求めるよ

うになったのである。

２．リスクとリターン

投資の意思決定での教訓は、「最低所要ハードル・レートを上回るリターンを生む資産に投資

せよ」である。簡潔だが、意味がはっきりとはとりにくい教訓である。丁寧に説明しよう。

今、あるビジネスを始めるとする。第１のシナリオとして、資金を全額借り入れたとしよう。

借入額は１００万円、利子率は年利１０％とする。このシナリオの下での最低所要ハードル・レート

は年間１０％である。１０％を上回るリターンを生む資産に投資しなければならない。つまり、１年

間で１０万円（＝１００万円×１０％）を超える利払い前利益をもたらしてくれるビジネスをしなさい

ということである。ビジネスを成功させるために超えるべき「ハードル」は、まずは利息なので

ある。ただし、利息の金額ではなく、利子率を考えているのが、「レート」の意味である。とこ

ろで、支払利息は損金算入が可能なので、黒字会社であれば、ハードルは税金が節約できる分だ

け低くて良い。かくして、超えなければならない、最も低いハードルは、第１のシナリオでは次

のようになる：

第１シナリオ（全額借入）の最低所要ハードル・レート＝（１－法人税率）×利子率１０％

今度は、全額株式でビジネスの資金を調達することを考えよう。株式発行額を１００万円、これ

を第２のシナリオとする。さて株主は利息に相当するものとして１年間でいくらを受け取ると考

えるべきなのか。株主は、利益が出れば配当を要求する。赤字であれば、配当しなくて良い。ビ

ジネスが黒字になるのか、赤字になるのか、また、黒字だとしてどれくらいの黒字になるのか

は、確実にわかるものではない。この不確実さが株主にとってのリスクである。リスクが大きけ

れば、リターンも大きくなければ、誰も資金を提供しない。ここで、借入のような負債とは違

い、注意が必要である。借入は借りた時に利子率を契約する。株式は、発行時に１年後に何円を

配当するとか、何％を配当するということを契約するわけではない。そこで、株主にとってのリ

ターンは期待値を考える。税引き後利益が０万円、２０万円、７０万円のいずれかであり、それぞれ

の金額が実現する確率が１／３ずつとすると、期待値は３０万円（＝１／３×０万円＋１／３×２０

万円＋１／３×７０万円）となる。株主のリターンを投資額に対する率（レート）で計算すると、

３０％（＝３０万円÷１００万円）となる。株主がビジネスに資金を投下するのは、利益が不確実なな
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図表２：第３シナリオのもとでの見積損益計算書（一部）（単位：万円）

解き方 検算

利払い前利益 Ｘ ６０

差引：支払利息 １０（＝１００×１０％） １０

税引前利益 （Ｘ－１０） ５０

差引：法人税 （Ｘ－１０）×４０％ ２０

純利益 （Ｘ－１０）×０．６＝１００×３０％ ３０

∴Ｘ＝６０万円

�

図表３：第３シナリオのもとでの組み替え後見積損益計算書（一部）（単位：万円）

利払い前利益 ６０

差引：利払い前利益に対する法人税 ２４

税引後利払い前利益 ３６

資本コスト：

支払利息 １０

差引：支払利息による法人税節約額 ４

税引後支払利息 ６

株主への配当 ３０

資本コストを上回る利益 ０

かでリターンとして利益の期待値を求めてのことである。経営者からすれば、１００万円の投資額

で３０万円の利益が期待できるビジネスでは、期待値そのものが超えなければならない、最低のハ

ードル・レートとなる。かくして、第２シナリオのもとでの最低所要ハードル・レートは次のよ

うになる：

第２シナリオ（全額株式）の最低所要ハードル・レート＝株主のリターン

３．資本コスト

さて、現実の企業は借入のような負債と株式を組み合わせて資金を調達している。貸借対照表

の貸方（右側）が負債と資本（純資産）に分かれているのは、資金の調達方法を区別しているか

らである。そこで、第３のシナリオを用意しよう。いままでのビジネスより大きく、資金２００万

円を投資するとしよう。その内、半額を借入によって調達し、残り半額を株式の発行によって調

達する。借入金の利子率は第１のシナリオと同じく１０％とする。株主のリターンも第１のシナリ

オと同じく３０％としよう。法人税率を４０％として、このビジネスは一体いくらの利益を稼ぐ必要

があるのだろうか。損益計算書の様式に沿って方程式を立てて計算してみよう：

この計算結果に基づいて、資本コストを理解しやすくするために、損益計算書を組み替えてみる。
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１８％＝
１００万円×１０％×（１－４０％）＋１００万円×３０％

２００万円

＝
１００万円×１０％×（１－４０％）

２００万円
＋
１００万円×３０％

２００万円

＝
２００万円×５０％×１０％×（１－４０％）

２００万円
＋
２００万円×５０％×３０％

２００万円

＝５０％×１０％×（１－４０％）＋５０％×３０％

この損益計算書は、税引後利払い前利益から資本コストを差し引く形となっている。これは借

入のような負債による資金提供者（債権者）と株式による資金提供者（株主）にとっての「リタ

ーン」を資本コストの内訳として示している。第３シナリオでは、資本コストは総額で３６万円で

ある。投資額は２００万円であったから、資本コストを率で示すと、１８％となる。この１８％を求め

る計算を今一度整理すると、次のようになる。

かくして、第３シナリオのもとでの最低所要ハードル・レートは、次のようになる：

第３シナリオでの最低所要ハードル・レート

＝負債の総資本に対する比率×（１－法人税率）×利子率

＋株主資本の総資本に対する比率×株式のリターン

そして、この最低所要ハードル・レートはビジネスに資本を利用することのコストと理解する

ことができるので、資本コストともいわれている。資本コストは金額ではなく、レート（率）で

あるので、資本コスト率と呼ぶ方が利子率と対比させて理解できるので適切かもしれない。

４．資本コストと投資の意思決定

前節までで投資の最低所要ハードル・レートが資本コストであることが明らかになった。資本

コストは投資の意思決定において重要な役割を担っている。第４のシナリオを考えよう。現時点

で２００万円の資金を調達し、２００万円の設備を購入して、１年間だけビジネスを行う。資金調達方

法は、第３のシナリオを同じとする。設備の耐用年数は５年、残存価額をゼロ円として定額法で

減価償却し、１年間のビジネスが終了した時点で帳簿価額での売却を見積もる。その他、必要な

条件は第３シナリオに準じて、１年間の見積損益計算書を作成しよう。
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図表４：第４シナリオのもとでの見積損益計算書（一部）（単位：万円）

減価償却費・利払い前利益 １００

差引：減価償却費 ４０

利払い前利益 ６０

差引：支払利息 １０

税引前利益 ５０

差引：法人税 ２０

純利益 ３０

ここで、減価償却費について説明しよう。第４シナリオでは２００万円の設備を購入した。この

設備は５年間使用に耐えるわけであるから、単純に１年分の費用は４０万円と考えても良いだろ

う。つまり、減価償却とは設備などの使用を目的とする資産の購入金額を耐用年数にわたって費

用にしていく会計手続きである。会計学では、原価の期間配分と呼んでいる。

利益に会計学は注目するが、財務論は現金の流出入に注目する。減価償却費は、費用を計上す

る際、現金の流出がない。現金は設備を購入した時にすでに流出しているからである。そこで、

第３シナリオと同様、資本コストにも注目できるように注意しながら見積収支計算書を作ってみ

よう。

図表５：第４シナリオのもとでの見積収支計算書（一部）（単位：万円）

利払い前利益 ６０

差引：利払い前利益に対する法人税 ２４

税引後利払い前利益 ３６

加算：減価償却費 ４０ ７６

設備の売却収入 １６０

収入合計 ２３６

資本コスト：

支払利息 １０

差引：支払利息による法人税節約額 ４

税引後支払利息 ６

株主への配当 ３０ ３６

資本の返還：

借入金の返済 １００

株式の償還 １００ ２００

支出合計 ２３６

現金残高 ０

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０２１～０２６　経営のアドバイス  2006.11.20 19.02.35  Pag



経営のアドバイス

― ２６ ―

投資の意思決定
投資額－将来リターンの現在価値合計

企業価値の算定
将来フリーキャッシュフローの現在価値合計

割引率 投資案の資本コスト 企業全体の資本コスト
割引期間 投資案の年数 原理的には無限

実用上は一旦、有限な期間を想定し、その後
は一定成長を仮定する

つまり、設備を売却し、利益を債権者と株主に分配し、調達した資本を無事全額返還できたわ

けである。このビジネスによって、債権者は１００万円を投資して１０万円の利息を受け取り、株主

は１００万円を投資して３０万円の配当を受けたわけである。

ようやく資本コストの出番である。この見積収支計算書の計算プロセスを次のように表現する

と、投資の意思決定技法（DCF法；割引キャッシュフロー法）を使ったことになる。

２００万円－
２３６万円

１＋０．１８
＝０万円

この式はこう読んで欲しい：投資額２００万円から、リターン２３６万円を資本コスト１８％で割り引

いた現在価値を差し引くと、ゼロ円になる。「投資額－リターンの現在価値合計」を正味現在価値

と言うが、正味現在価値がゼロ円以上である投資案を選択すると、資本コストを回収できるとい

うのが教訓の意味である。

５．まとめにかえて

２つ目の意思決定については触れることはできなかったが、ここまでの内容で企業価値の理解

が楽になるはずである。DCF法による投資の意思決定と企業価値の算定を対比させておくので、

理解の目安にして欲しい。

最後に、経営管理への意義を簡単に述べておこう。企業価値を大きくするためには、（１）フ

リーキャッシュフローを大きくする、（２）資本コストを下げる、という２つの方法があること

になる。もちろん、両方とも実行しても良い。フリーキャッシュフローとは営業活動による正味

の現金流出入額から投資活動による正味の現金流出入額を差し引いたものである。前者は税引き

後営業利益に減価償却費を加算し、運転資本の変動額を加減したものである。安定期にある企業

であれば、営業利益が変化しなくても在庫・債権・債務管理を適切に行い、運転資本を減らして

いくだけでもフリーキャッシュフローは大きくなり、企業価値が向上することになるのである。

企業価値の計算プロセスの理解が経営管理に通ずると言われるゆえんである。

参考文献

Damodaran, Aswath．（２００６）Applied Corporate Finance：A User's Manual, John Wiley & Sons, Inc.,２nd edition.
Damodaran, Aswath．（１９９９）Applied Corporate Finance：A User's Manual, John Wiley & Sons, Inc.
アスワス・ダモダラン著、兼広崇明、蜂谷豊彦、三浦良造、中野 誠、松浦良行、山内浩嗣訳、『コーポレー
ト・ファイナンス 戦略と応用』東洋経済新報社、２００１年。
日本経済新聞、２００６年６月３０日、第２部・決算公告特集、「増復配、企業の４５％実施、自社株買いにも力入れる」。
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４～６月 ９３．１ ３．７ １０４．９ ４．１ ９５．７ ５．５ １０８．８ ５．６ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７～９月 p９１．７ ２．６ p１０５．９ ５．４ p９２．３ １．５ p１０９．５ ５．４ p９３．８ ３．０ p９５．０ ０．９

１７年 ９月 ９０．２ △１．８ １０１．１ ０．９ ９１．７ △１．２ １０４．２ １．４ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０月 ８９．８ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．０ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．７ ０．２ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 ９３．１ ３．３ １０５．９ ５．０ ９６．９ ５．９ １０９．２ ５．４ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７月 ９３．４ ５．０ １０４．９ ５．１ ９４．３ ３．６ １０８．７ ５．３ ９１．７ ２．０ ９３．３ ０．７
８月 r ９１．３ ２．０ r１０６．８ ５．９ r ９１．８ １．２ r１１１．４ ６．３ r ９２．２ ２．４ r ９４．１ ０．４
９月 p９０．４ ０．９ p１０６．０ ５．１ p９０．９ △０．２ p１０８．５ ４．５ p９３．８ ３．０ p９５．０ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
４～６月 ２３８，４０２ △２．６ ５１，０８６ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２４１ △１．１ １５９，８４５ △２．５ ３０，８４５ △１．３
７～９月 p２３７，３０６ △０．７ p ５１，４４４ △０．３ p ７９，５７５ △１．０ p ２０，４４０ △０．４ p１５７，７３１ △１．１ p ３１，００４ △０．１

１７年 ９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５２ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２６ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ １９，０９２ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５ △１．４ ５４，１４６ △１．８ １０，７０７ △１．３
８月 r ７７，６１２ △０．８ r １６，４１６ ０．１ r ２４，００６ △０．９ r ５，７７４ △０．８ r ５３，６０７ △０．７ r １０，６４２ ０．７
９月 p ７５，４０１ △０．７ p １５，９３６ ０．７ p ２５，４２３ △０．６ p ６，２８２ １．３ p ４９，９７８ △０．８ p ９，６５４ ０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０２７～０２９　主要経済指標（北洋用）  2006.11.22 16.41.5



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９９．７ △０．３ １００．０ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１３．１４ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１７．１８ １６，１２８

１７年 ９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９９．９ △０．２ １００．２ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ １００．１ △０．３ １００．２ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ １００．０ △０．５ ９９．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ １００．１ ０．０ ９９．９ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１１．５１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１４．５３ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１５．６７ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．８８ １５，３４３
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１７．０１ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１８．６６ １６，１２８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５

１７年 ９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０２７～０２９　主要経済指標（北洋用）  2006.11.22 16.41.5



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４８８ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１

１７年 ９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９４３ ３．９ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５３ △１．５

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８

１７年 ９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ５．２ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６２ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６３ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２５／本文／０２７～０２９　主要経済指標（北洋用）  2006.11.22 16.41.5
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